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【対象】　相談系を除く全サービス

○　サービス管理責任者等は

　 ・　サービス提供に関する本人の意向を把握する
　 ・　本人の意向を踏まえた支援の提供体制を確保する　
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【対象】　相談系・短期入所・障害児入所施設を
　　　　　 除く全サービス

○　個別支援計画を利用者等に加え、指定特

　定（障害児）相談支援事業所にも交付しなけ

　ればならない



【対象】　障害者支援施設・グループホーム・福祉型障害児入所施設

○　第二種協定指定医療機関（※）と新興感染症発生時の対応の取り決め
　を努力義務化
　　 ただし、第二種協定指定医療機関が協力医療機関である場合は、新興
  感染症発生時の対応協議は義務

　※　広島県における第二種協定指定医療機関は、「改正感染症法における
　　医療措置協定」（広島県ＨＰ）を確認してください。
　　https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/268/iryosochikyotei.html
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【管理者の兼務要件の見直し】
　次に記載の条件が満たされる場合、同一敷地内等に限らず、同一の事業
者によって設置される他の事業所等の管理者又は従業者と兼務できる。

　①　利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把
　　握できる場合
　②　職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化
　　した上で、その責務を果たせる場合
　③　事故発生時等の緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定
　　め、必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合
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【テレワークの取扱い】
　次の措置を講じた上で、管理上支障が生じない範囲内で可能

①　利用者及び従業者と管理者の間で適切に連絡が取れる体制を確保して
　いること
②　事故発生時、利用者の状態の急変時、災害の発生時等、緊急時の対応
　について、あらかじめ対応の流れを定めておくとともに、必要に応じて管理
　者自身が速やかに出勤できるようにしていること。
　
　→　利用者の処遇に支障が生じないか、慎重に判断すること。
　→　詳細は、「障害福祉サービス事業所・施設等におけるテレワークに関
　　する留意事項について」（令和６年３月29日こども家庭庁障害児支援課
　　長・厚生労働省障害福祉課長通知）を参照
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番号 項目（その他） 対象サービス 内容
努力義務/
経過措置

義務化/
適用開始

１
支援の質の確保
（地域との連携）　※

･共同生活援助
･施設入所支援

①１年に１回以上地域連携推進会
議を開催

②１年に１回以上会議構成員が事
業所を見学する機会を設ける
③会議の記録を作成し、公表

R6.4.1～
R7.3.31

R7.4.1～

２ 基礎的研修開始に伴う
対応

･就労移行支援
･就労定着支援

令和７年度より独立行政法人高
齢・障害・求職者雇用支援機構等
が実施する基礎的研修が開始され
ることに伴い、就労移行支援事業
所の就労支援員及び就労定着支
援事業所の就労定着支援員の基
礎的研修受講を必須化

R6.4.1～
R10.3.31

R10.4.1～

３ 就労選択支援サービス
の開始

就労選択支援
令和７年10月以降、就労継続支援
Ｂ型の利用前に原則として就労選
択支援を利用する

ー R7.10.1～

※　「地域連携推進会議の手引きについて」（令和６年４月24日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課通知）を参
照してください。



※１　感染症及び非常災害の業務継続計画は一体的に策定することが可能。厚生労働省のホームページに業務継続計
画の参考素材があります。　
厚生労働省ホームページ　「障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイドライン等について」
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

番号 項目 対象サービス 内容
努力義務/
経過措置

義務化開始

１ 感染症対策の強化 全サービス

①委員会の開催
②指針の整備
③研修の実施

④訓練（シミュレーション）の実施

R3.4.1～
R6.3.31

R6.4.1～

２
感染症・非常災害発生時
の業務継続に向けた取組
の強化

全サービス

①業務継続に向けた計画等の策定　
※１
②研修の実施

③訓練（シミュレーション）の実施

R3.4.1～
R6.3.31

R6.4.1～

３ 安全計画　※２ ･障害児通所支援
･障害児入所支援

次の事項を記載した計画を策定①
設備の安全点検の実施
②安全に関する指導
③研修及び訓練
④その他安全に関する事項

R5.4.1～
R6.3.31

R6.4.1～

※２　「障害児通所支援事業所等における安全計画の策定に関する留意事項等について」（令和５年７月４日こども家庭
庁支援局障害児支援課通知）を参照してください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html


【対象】　児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援

○　５領域を含む総合的な支援を提供

　「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・コミュニケーション」「人間関係・社会性」

○　個別支援計画の支援内容に５領域との関連性を明記

　→　令和６年７月改定の児童発達支援ガイドライン及び放課後等デイサービスガイドラ　　　　
　　 インを参照

○　５領域との関連性を明確にした支援プログラムを策定し、公表しなければならない。

　→　策定・公表していない場合、基本報酬の15％を減算（令和７年４月１日から適用）
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【対象】　児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援・

　　　　　 保育所等訪問支援・障害児入所施設

○　個別支援計画作成にあたっての個別支援会議において、障害児の意見が尊重され、その
　最善の利益が優先考慮される体制を確保した上で実施する必要がある。

　→　障害児の年齢や発達の程度に応じて障害児本人や保護者に意見聴くことが必要

　　　（例）　・　会議の場に障害児と保護者を参加させること

　　　　　　　・　会議開催前に担当者等が障害児や保護者に直接会うこと

○　最善の利益が優先考慮されるとは、「障害児にとって最も善いことは何か」を考慮すること

　→　別の考慮要素と比較し、障害児の意見と異なる結論が導かれることもある。
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【対象】児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援・保育所等
　　　　 訪問支援・障害児入所施設

○　令和６年４月１日から義務化

○　次の事項について記載した安全計画を策定し、当該安全計画に従い必要な措置
　　を講じること→様式参照
　１　事業所等の設備の安全点検の実施に関すること
　２　従業者、障害児等に対する事業所等内外での活動、取組等における安全に関
　　する指導
　３　安全確保に係る取組等の実効性を担保する従業者への研修や訓練の計画
　４　その他事業所等における安全に関する事項
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